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はじめに〜計画の策定に当たって〜 
緑の基本計画とは 

緑の基本計画とは、都市緑地法第4条に基づき策定する「緑地の保全及び緑化の推進に関
する基本計画」です。 

この計画は、各市町村における緑の現状やニーズを踏まえ、「緑地の保全及び緑化の⽬標」
や「緑地の保全及び緑化の推進のための施策」を⽰すとともに、都市公園の整備や緑地の保
全並びに、緑化の推進⽅策について、総合的に進めていくものです。 

平成29（2017）年には、都市緑地法、都市公園法等の⼤幅な⾒直しが⾏われ、緑の基本計
画では法定記載事項が下表に⽰すように変更されました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
都市緑地法 第4条第2項 

 
⼤治町（以下「本町」という。）における緑の基本計画は、平成29（2017）年度に改訂さ

れ、令和2年度を⽬標年度と定めて実施してきました。この度、⽬標年度を迎えたことから、
これまでの成果を検証し、近年の社会情勢の変化を踏まえたうえで、「⼤治町緑の基本計画」
の⾒直しを⾏います。 

 
  

①緑地の保全及び緑化の⽬標 

②緑地の保全及び緑化の推進のための施策 

③都市公園の整備及び管理の⽅針その他緑地の保全及び緑化の推進の⽅針 

④特別緑地保全地区内の緑地の保全 

⑤⽣産緑地地区内の緑地の保全 

⑥緑地保全地域、特別緑地保全地区及び⽣産緑地地区以外の重点的に緑地の保全に配慮を
加えるべき地区における緑地の保全 

⑦緑化地域における緑化の推進 

⑧緑化地域以外の重点的に緑化の推進に配慮を加えるべき地区における緑化の推進 

 

−緑の基本計画における法定記載事項− 
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緑の基本計画の必要性・意義と効果 

緑の基本計画を策定する必要性・意義と効果について、以下のとおり整理しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

・都市の緑は、何らかの施策を講じなければ失われていくおそれがあります。このため、都
市の緑を確保していくための⻑期的な視野に⽴った計画が必要です。 

・「緑のあり⽅」に対する町⺠意識の⾼まりに応えるため、ビジョンを明確化・共有化してい
く必要があります。 

・「緑のあり⽅」やその実現に向けた基本⽅針等を⽰すことが、町⺠に最も⾝近な地⽅公共団
体である本町（⾏政）の役割として求められます。 

・緑の基本計画は、都市計画における緑地に関する⼀つの分野別計画として位置付けられて
います。 

・これからの緑の基本計画は、地域の⾃然環境のポテンシャルと⾃然⽴地的な⼟地利⽤の⽅
針を⽰すベースマップとしての横断的役割も求められています。 

−緑の基本計画の必要性・意義− 

・基本⽅針等を⽰すことにより、⾏政・町⺠がビジョンを共有し⾏動することができます。 

・緑豊かな⽣活環境の形成に向けて、町⺠の参加や協⼒によるまちづくりが推進されます。 

・町⺠による「緑のまちづくり」への参画あるいは参加意識・機運が醸成されます。 

・本町の「緑の将来像」の実現に向けて、⾏政・町⺠が⼀丸となって取り組むための指針と
なります。 

・計画の⽬標実現へ向けて、⾏政内部での合意形成が促進されます。 

・効率的、重点的な事業の推進が可能となります。 

・都市公園の維持管理基準の法令化と相まった⽼朽化対策が促進されます。 

・⽣産緑地地区の⾯積要件引き下げ等と相まった都市農地の保全が促進されます。 

−緑の基本計画策定による効果− 
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緑の一般的な役割 

本計画の「緑」とは、樹⽊や草花といった植物だけではなく、⾃然的環境を有する「⼟地
（農地や河川等）」や「空間（公園やオープンスペース等）」を含みます。 

これらの緑の⼀般的な役割について、「環境共⽣社会」「安全・安⼼の確保（防災・減災）」
「健康・福祉の向上」「地域コミュニティの醸成」「経済・活⼒の維持」の視点より整理しま
した。 

 

(1) 環境共⽣社会 

都市における緑地は、⼆酸化炭素の吸収、⼤気の浄化、ヒートアイランド現象の緩和、⽣
物の⽣息・⽣育空間としての機能を有しています。緑地が環境保全機能を継続的に発揮する
ことで、環境⾯での都市の持続可能性を⾼めることに貢献することができます。 

 

(2) 安全・安⼼の確保（防災・減災） 

地震⽕災時の避難地や延焼防⽌帯としての機能はもとより、海岸防災林や屋敷林による
津波被害の軽減、急傾斜地や頻繁に⽔害被害にあっている地帯等の災害危険地の保護、⾬⽔
の浸透・貯留や遊⽔地としての洪⽔調節による⽔害の抑制をはじめ、緑地の防災・減災機能
を総合的に活⽤することで、⾃然災害からの安全・安⼼の確保に貢献することができます。 

 

(3) 健康・福祉の向上 

都市公園に限らず、公共的なオープンスペースとしての性格を持つ緑地は、健康の維持増
進に資する運動の場、⼦どもや⼦育て世代が安⼼して遊べる空間、⾃⽴した⽣きがいの感じ
られる⽣活につながる地域活動の場として貢献することができます。 

 

(4) 地域コミュニティの醸成 

祭り等の⾏事から、公園愛護会による公園管理や⾥⼭管理活動、地域の共有財産である緑
地の利⽤や管理活動を通じた交流は、個⼈の地域への愛着を⾼めるとともに、地域コミュニ
ティの醸成に貢献することができます。 

 

(5) 経済・活⼒の維持 

都市の緑地は、⾝近な⾃然環境や⾼質なオープンスペース、良好な景観形成により、国際
的なビジネス環境の向上、観光地としての魅⼒の増進、住宅・宅地の資産価値の向上を通じ、
地域経済・活⼒の維持に貢献することができます。  
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緑の基本計画の目標年次・位置付け 

緑の基本計画の⽬標年次と位置付けは以下のとおりです。 

(1) 計画の⽬標年次 

計画の⽬標年次は、「⼤治町都市計画マスタープラン」との整合を図り、令和12（2030）
年度とします。 

 

(2) 計画の位置付け 

計画は、国や県の政策を踏まえつつ、「⼤治町都市計画マスタープラン」と整合・連携を
図りながら策定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−⼤治町緑の基本計画と他の計画との関係 
 

(3) 計画対象区域 

本計画の計画対象区域は、都市計画区域（＝本町の全域 659ha）とします。 
 

  

⼤治町緑の基本計画 
（計画期間：令和 3 年〜令和 12 年）

【愛知県の計画】 
・愛知県広域緑地計画（⽬標年次： 〜令和 12 年度） 
・第 4 次愛知県環境基本計画（⽬標年次： 〜令和 2 年度） 
・あいち⽣物多様性戦略 2020（⽬標年次： 〜令和 2 年度） 
・美しい愛知づくり基本計画 

【国の政策】 
・ストック効果をより⾼める ・⺠との連携を加速する 
・都市公園を⼀層柔軟に使いこなす 

⼤治町都市計画マスタープラン 
（計画期間：令和 3 年〜令和 12 年）

整合・連携 

即す 
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緑の基本計画で対象とする緑地 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：新編 緑の基本計画ハンドブック（平成19（2007）年4⽉2⽇発⾏） 
 

 

都市公園を除く公共空地、国民公

園、自転車歩行者専用道路、歩行

者専用道路、地方自治法設置又は

市町村条例設置の公園、公共団体

が設置している市民農園、公開し

ている教育施設（国公立）、河川緑

地、港湾緑地、農業公園、児童遊

園、公共団体が設置している運動

場やグランド、こどもの国、等 

市民緑地、公開空地、市民農園（上記以外）、一時開放広

場、公開している教育施設（私立）、市町村と協定等を結

び開放している企業グランド、寺社境内地、民間の屋上

緑化空間、民間の動植物園、等 

緑地保全地域（都市緑地法） 

特別緑地保全地区（都市緑地法） 

風致地区（都市計画法） 

生産緑地地区（生産緑地法） 

近郊緑地保全区域（首都圏近郊緑地保全法他） 

歴史的風土保全保存区域（古都保存法） 

歴史的風土特別保存地区（古都保存法） 

景観地区で緑地に係る事項を定めているもの（景観法） 

自然公園（自然公園法） 

自然環境保全地域（自然環境保全法） 

農業振興地域・農用地区域（農業振興地域整備法） 

河川区域（河川法） 

保安林区域（森林法） 

地域森林計画対象民有林（森林法） 

保存樹・保存樹林（樹木保存法） 

景観重要樹木（景観法） 

史跡・名勝・天然記念物等の文化財で緑地として扱えるもの 

（文化財保護法）、等 

条例・要綱・契約、協定等による緑地の保全地区や緑化の協定地区、

樹林地の保存契約、協定による工場植栽地、等 

施

設

緑

地 

公共公益施設に 

おける植栽地等 

学校の植栽地、下水処理場等の付

属緑地、道路環境施設帯及び植樹

帯、その他の公共公益施設におけ

る植栽地、等 

公共施設緑地 

都市公園以外

で公園緑地に

準じる機能を

持つ施設 

都市公園 

都市公園 

以外 

法によるもの 

協定によるもの 緑地協定（都市緑地法）、景観協定で緑地に係る事項を定めているも

の（景観法） 

条例等によるもの 

民間施設緑地 

 都市公園法で規定するもの 

地

域

制

緑

地

等 

緑

地 
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第1章  緑を取り巻く状況 
1-1 緑に関する社会経済情勢の変化 

少⼦⾼齢化により⼈⼝減少社会に⼊り、⼈⼝増を前提とした成⻑・発展を⽬指すまちづく
りから、誰もが安⼼して暮らせる環境、暮らしの質の維持・向上に着⽬したまちづくりへの
転換が求められています。 

都市における緑においても、緑を通じたまちづくりによって環境・社会・経済の持続性を
⾼めるとともに、⼈々の豊かな暮らしの実現に貢献することが求められます。 

 

(1) コンパクトな都市づくりに対応する緑とオープンスペースの活⽤ 

都市における⼟地利⽤は、⼈⼝減少とそれに伴う市街地の低密化、⾼齢社会の加速による
地域経済の衰退、⽣活利便性の低下、空き地・空き家の増加に伴う安全性の低下、地域コミ
ュニティの希薄化といった様々な課題が懸念されています。 

このような状況に対し、緑における健康活動の場やコミュニティ醸成の場としての機能
を発揮させることで、都市をコンパクト化し、空き地や緑地の荒廃を防ぐとともに、地域の
にぎわい創出や地域コミュニティの活性化が求められています。 

 

(2) ⽣活の質の向上を実現する緑とオープンスペースの活⽤ 

社会の成熟化に伴い、国⺠の価値観が多様化するにつれて、経済的な側⾯以外の充⾜を求
めるニーズが⾼まっており、都市も経済的な豊かさだけでなく、精神的な豊かさや⽣活の質
の向上へ対応が必要となってきます。 

このような状況に対して、都市の緑とオープンスペースが本来有している多様な機能を
発揮し、社会状況や変化するニーズに柔軟に対応した空間やサービスを提供し続けられる
ような整備や活⽤が求められています。 

 

(3) 地球規模での環境保全に対応する緑とオープンスペースの確保 

地球温暖化が進⾏しており、安定的な⽔資源の確保や農業⽣産への悪影響も懸念されて
います。社会・経済活動が⾏われる都市の持続的な発展を図るうえでも、⾷糧⾃給率の向上、
健全な⽔循環の維持・回復、地球温暖化対策が求められています。 

このような状況に対し、⼆酸化炭素吸収源として蒸散作⽤による地表⾯の⾼温化の防⽌・
改善機能を持つ都市の緑を積極的に創出し、ヒートアイランド現象の緩和、快適な都市環境
の形成とともに、地球温暖化対策の普及啓発が求められています。 
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(4) ⽣物多様性の保全・再⽣に対応する⽔と緑の確保とネットワーク形成 

⾃然の⽔と緑は、⽣物の⽣息・⽣育環境、⽣態系の基盤を形成し、⽣物多様性を確保する
うえで重要な役割を果たしています。 

このような状況に対し、⽣物の⽣息地・⽣育地としての役割を持つ⽔と緑や⽣物の移動経
路としての役割を持つ⽔と緑としてのネットワークを確保するとともに、環境教育・環境学
習の場としての活⽤が求められています。 

 

(5) 都市の防災性向上に対応する緑とオープンスペースの確保 

南海トラフ巨⼤地震に代表される⼤規模地震の発⽣、気候変動による⾵⽔害・⼟砂災害を
含む⾃然災害の増加といった災害リスクの⾼まりが懸念されています。 

このような状況に対し、都市の緑は、地震⽕災時の延焼を防ぎ、避難地・避難路となると
同時に、救助・救援、復旧・復興活動の拠点となり、都市の防災性、安全性を⾼めます。こ
のことから、防災機能を併せ持つ都市公園等の整備や⾃然インフラと⼈⼯構造物を組み合
わせた防災・減災機能の確保が重要な課題となっています。 

 

(6) 地域固有の景観形成に対応する緑とオープンスペースの確保 

少⼦⾼齢化が進⾏するなか、持続的に発展する地域社会の構築とともに、地域固有の⾵⼟、
歴史、⽂化が尊重され、それらを活かした個性豊かな地域づくりが求められています。 

このような状況に対し、⼈間の⽣活、気候や歴史・⾵⼟等が⼀体となって形成される緑は、
都市や地域に固有の美しい景観の基盤となります。また、四季の変化に富んだ多様な緑は、
地域固有の⽂化の形成と保持、地域の活性化、観光、地域間の交流・連携のための資源とし
ての役割が求められています。 

 

(7) 多様な主体による緑のまちづくりへの参画の促進 

近年、法改正により都市公園等の緑とオープンスペースの整備や、管理運営における⺠間
との連携が進んできています。 

このような状況に対し、都市の緑やオープンスペースでは、地域住⺠やNPOの活動、⺠
間企業の社会貢献活動といった多様な主体の参画による取り組みが展開されています。こ
うした多様な主体の参画と連携による協働の取り組みをより拡⼤・充実するため、⾏政が⾃
ら⾏うべきことを引き続き着実に推進していくことが必要です。また、緑とオープンスペー
スの創出を促すための⼿法の充実や運営管理主体として地域住⺠組織、まちづくり団体と
積極的に連携できる仕組みづくりや、参画機会拡⼤のための⽀援及び情報提供が求められ
ています。  
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1-2 新たな緑の保全・創出制度 

平成23（2011）年度に現⾏の緑の基本計画を策定して以後、本計画の根拠法である都市緑
地法（平成16（2004）年度改正以前は「都市緑地保全法」）及びその他関連法が改正されて
います。 

これにより、以下に⽰すように緑の保全・創出に関する新たな制度が創設・拡充されてお
り、今回の計画⾒直しにおいて、これらの制度活⽤を視野に⼊れた検討が求められています。 

 

(1) 緑の基本計画における記載事項に 2 項⽬の追加がありました。（都市緑地法） 

緑の基本計画に「都市公園の管理⽅針」と「都市農地の計画的な保全」について定めるこ
とにより、財政・⼈員の厳しい制約のあるなかで、公園ストックの適正管理や都市農地の持
つ緑地機能の発揮を⽬指します。（平成30（2018）年度施⾏） 

 

(2) ⽣物多様性の確保への配慮が緑の基本計画に追加されました。（都市緑地法） 

平成22年10⽉の⽣物多様性条約第10回締約国会議（COP10）を受け、緑の基本計画の策
定⼜は改定時において、（1）⾃然的条件及び社会的条件の現況調査、（2）調査結果の分析・
評価、（3）課題の整理、（4）⽬標（法第4条第2項第1号「緑地の保全及び緑化の⽬標」）の設
定、（5）緑地の配置⽅針の設定、（6）施策の検討を的確に実施し、その成果を緑の基本計画
に反映していくことが重要であるとの指針が出されました。（平成23（2011）年10⽉） 

 

(3) 緑地保全・緑化推進法⼈（みどり法⼈）制度が拡充されました。（都市緑地法） 

NPOや企業CSRによる緑地の保全・整備の取り組みが広がりつつあります。このような
⺠間主体を公的に位置付け、社会的信⽤を⾼めるとともに、地⽅公共団体との連携を強化す
ることで、⺠間主体による⾃発的な緑地の保全や整備を推進するために「みどり法⼈制度」
が拡充されました。本制度は、市区町村⻑より指定を受けたNPO法⼈や都市の緑地の保全
及び緑化の推進を⽬的とする会社等が、指定を受けた市町村の区域内において、市⺠緑地の
設置及び管理、特別緑地保全区域内における管理協定に基づく緑地の管理を実施できるも
のです。（平成29（2017）年度施⾏） 

 

(4) 市⺠緑地認定制度が創設されました。（都市緑地法） 

都市部における、良好な都市環境の形成に不可⽋な緑地・オープンスペースを確保するた
めに「市⺠緑地認定制度」が創設されました。本制度は、緑化地域⼜は緑化重点地区内にお
いて、⺠間が主体となり空き地等を活⽤して、公園と同等の空間を創出することにより、固
定資産税等の軽減を受けることができるものです。（平成29（2017）年度施⾏） 
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(5) 緑化地域制度が改正されました。（都市緑地法） 

近年の緑化技術の進展により、壁⾯緑化や屋上緑化の取り組みが普及してきたことを踏
まえ、緑化地域における緑化率の最低限度の基準について⾒直しがありました。本制度は、
緑が不⾜している市街地において、市町村が緑化地域を都市計画に定めることにより、敷地
⾯積の⼀定割合以上の緑化を義務付けることができるものです。（平成30（2018）年度施⾏） 

 
 
 
 
 
 

図−緑化地域制度のイメージ 
 

(6) 緑地の定義に農地の明記が追加されました。（都市緑地法） 

都市農業振興基本法・都市農業振興基本計画により都市農地の位置付けが⾒直されたこ
とを受け、都市緑地法における緑地の定義上、取扱いが不明確であった「農地」について、
緑地の定義に農地が含まれることが明記されました。そして、良好な都市環境の形成を図る
観点から保全すべき農地は、都市緑地法の諸制度において「緑地」として積極的に位置付け、
保全・活⽤を図ることが可能になりました。（平成29（2017）年度施⾏） 

 

(7) 公募設置管理制度（Park-PFI）が創設されました。（都市公園法） 

⺠間活⼒による新たな都市公園の整備⼿法を⽤いて、公園の再⽣・活性化を推進するため
に「公募設置管理制度」が創設されました。公募設置管理制度とは、都市公園において飲⾷
店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置⼜は管理を⾏う⺠間事業者を公募により
選定します。事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還元することを条件に、
事業者には都市公園法の特例措置が適⽤される制度です。（平成29（2017）年度施⾏） 

 

(8) PFI 事業の設置管理許可期間が延伸されました。（都市公園法） 

事業者の⻑期的事業運営を確保し、より多くの⺠間参⼊を促進するために設置管理許可
期間が延伸されました。公園施設を整備する場合の設置管理許可期間（現⾏：最⻑10年）を、
PFI事業契約の契約期間の範囲内（最⻑30年）で公園管理者が設定できることになりました。
（平成29（2017）年度施⾏） 
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(9) 都市公園内で占⽤許可特例として保育所等が設置可能になりました。（都市公園法） 

待機児童解消の取り組み強化に向けて、オープンスペース機能を損なわない範囲で、特区
以外の都市の都市公園に保育所等の設置が可能となりました。設置が可能な社会福祉施設
として、保育所、学童クラブ、⽼⼈デイサービスセンター、障害者⽀援施設等があります。
（平成29（2017）年度施⾏） 

 

(10) 公園の活性化に関する協議会が設置可能になりました。（都市公園法） 

公園管理者は、都市公園の利⽤者の利便性向上に必要な協議を⾏うための協議会を組織
することができるようになりました。各構成員には協議が整った事項について尊重義務が
あります。（平成29（2017）年度施⾏） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−協議会のイメージ 
 

(11) 都市公園の維持修繕基準が法令化されました。（都市公園法） 

都市公園の予防保全による⻑寿命化・安全対策を徹底するために、維持修繕基準が法令化
されました。公園施設全般に関する維持修繕に係る技術的基準の内容が定められています。
（平成30（2018）年度施⾏） 

 

(12) 都市の低炭素化の促進に関する法律が制定されました。（エコまち法） 

地域住⺠や⺠間事業者と⼀体となって、コンパクトなまちづくりに取り組むことを⽬的
として「都市の低炭素化の促進に関する法律」（略称：エコまち法）が制定されました。（平
成24（2012）年9⽉） 
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(13) 愛知県では「あいち森と緑づくり税」による緑づくりが継続されています。 

愛知県では、森と緑が有する環境保全、災害防⽌等の公益的機能の維持増進のため、平成
21（2009）年度より「あいち森と緑づくり税」が導⼊されました。その税収により基⾦（あ
いち森と緑づくり基⾦）を設置し、これを原資とした「あいち森と緑づくり事業」が、令和
元年度から10年間継続して、都市の緑の保全・創出の取り組みが⾏われています。 
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1-3 上位・関連計画 

上位・関連計画における本町の位置付けを把握するために、各計画の概要をまとめます。 

 愛知県広域緑地計画        平成 31（2019）年 3 ⽉ 
■⽬標年次    ：令和12（2030）年度 
■計画の理念   ：『豊かな暮らしを⽀える あいちの緑づくり』  

〜緑の質を⾼め 多様な機能を活⽤〜 
■基本⽅針    ： 

◇基本⽅針1：緑の恩恵を享受し、⾃然と調和し災害にも強い緑の都市づくり 
◇基本⽅針2：良好な⽣活環境とQOL（⽣活の質）を⾼める緑の空間づくり 
◇基本⽅針3：多様な主体との連携と地域の特性を活かす緑づくり 

■具体的な施策（リーディングプロジェクト）： 
◇植物の⽣育に配慮した植栽計画の検討 
◇健全で良質な緑づくりに向けた普及啓発活動の実施 
◇緑の恩恵を享受していくための⽣物多様性への配慮 
◇防災・減災に資する緑とオープンスペースの保全と創出 
◇緑を育む⾏動へと結びつく啓発活動の実施 
◇⽇常の安⼼につながる公園施設の維持管理と更新 
◇QOL（⽣活の質）の向上に貢献する⾝近な緑とオープンスペースの確保 
◇⼼と体の健康を⽀える緑の活⽤ 
◇まちづくりと⼀体になった魅⼒的な緑づくりの推進 
◇地域コミュニティを育む場としての緑の活⽤ 
◇地域の特性を活かした緑のまちづくりの推進 
◇多様な主体による緑のまちづくりの推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−地震や⾵⽔害等の 
被害を軽減する緑 
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 第 4 次愛知県環境基本計画     平成 26（2014）年 5 ⽉ 
■⽬標年次    ：平成32（2020）年（平成42（2030）年頃までの⻑期を展望） 
■計画の⽬標   ：『県⺠みんなで未来へつなぐ「環境⾸都あいち」』  
■基本⽅針    ： 

◇環境と経済の調和のとれたあいち 
◇安全で快適に暮らせるあいち 
◇県⺠みんなが⾏動するあいち 

■施策展開の⽅向： 
◇「安全・安⼼の確保」を最優先 
◇分野横断的・総合的な施策の展開 
◇環境⾸都あいちを⽀える担い⼿の育成「⼈づくり」の推進 
◇多様な主体間の連携・協働による施策の展開 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−⽬標の実現に向けた環境施策の展開イメージ  
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 あいち⽣物多様性戦略 2020      平成 25（2013）年 3 ⽉ 
■⽬標年次    ：令和2（2020）年 
■計画の⽬標   ：『⼈と⾃然が共⽣するあいち』  
■あいち⽅式   ： 

県⺠や事業者、NPO、⾏政といった地域の多様な主体が共通の⽬標のもとにコラボレ
ーション（協働）しながら、効果的な場所で⽣物の⽣息⽣育空間の保全・創出の取り組み
を⾏うことにより、⽣物多様性への意識を⾼め、⼈と⼈とのつながりを育みながら⽣態系
ネットワークの形成を進め、「⼈と⾃然が共⽣するあいち」を実現する仕組み。 

■あいち⽅式の内容： 
◇多様な主体のコラボレーション（協働）の場として、地域ごとに、⽣物多様性の保全に

向けた取り組みを⾏うための多様な主体が集まり⽣態系ネットワーク協議会を⽴ち上
げます。協議会では、⽣物の⽣息適地を⽰した地図（⽣物多様性ポテンシャルマップ）
をもとに、話し合いにより地域の共通の⽬標を設定します。 

◇地域内で開発⾏為が⾏われる場合には、開発事業者は⾃然への影響を〈回避〉〈最⼩化〉
し、それでも残る影響について、〈代償〉を進めます。開発区域外で〈代償〉が⾏われ
るように県や⽣態系ネットワーク協議会が調整を図ります（あいちミティゲーション）。 

◇これらの取り組みでは、各段階で⽣態系ネットワークチェックリストや⽣物多様性ポ
テンシャルマップを⽤いて各主体⾃らが活動内容を確認しながら実施することで、取
り組みが効果的に⾏われるようにします。また、取り組みの計画や成果をあいちミティ
ゲーション定量評価⼿法を使って⽬にみえる形で表すことにより、活動の⼀層の促進
を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−あいち⽅式の考え⽅  



15 

 美しい愛知づくり基本計画      平成 19（2007）年 3 ⽉ 
■都市づくりの理念：『未来につなぐ緑豊かな“美しい愛知”』  
■分野別⽬標   ： 

◇多様な⽣物が共存する『⾃然景観』 
〜変化に富んだ地形と⽣物多様性を⽀える⾃然環境を守る〜 

◇武家⽂化や近代化遺産が伝える『歴史景観』 
〜先⼈達が築いてきた尾張や三河の歴史・⽂化を伝え残す〜 

◇⼼の豊かさを映し出す『⽣活景観』 
〜⾝近な⽂化を守り、育て、潤いと安らぎのある⽣活環境を創出する〜 

◇「モノづくり」の活⼒が創り出す『産業景観』 
〜産業により創出される特⾊ある景観を守り、育む〜 

■景観施策    ： 
①美しい愛知づくり景観資源の指定（条例第七条） 
②県⺠等に対する⽀援（条例第⼋条） 
③美しい愛知づくりに関する啓発等（条例第九条） 
④公共施設の建設等に当たっての配慮（条例第⼗条） 
⑤屋外広告物の整序 
⑥景観関連事業の実施 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−広域景観資源等の分布  

 Ｎ 
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 ⼤治町都市計画マスタープラン      令和３（2021）年３⽉ 
以下について⼤治町都市計画マスタープランより抜粋します。 
 
■⽬標年次：令和12（2030）年度 
■都市づくりの理念： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■将来都市構造図： 
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第2章  ⼤治町の概況 
2-1 自然的条件 

 位置・地勢 

(1) 位置 

本町は、愛知県の⻄部、濃尾平野の南⻄部に位置し、東⻄2.4㎞、南北3㎞、⾯積6.59㎢を
有しています。周辺は、名古屋市中村区・中川区、あま市に囲まれ、名古屋駅まで約5kmと
いう⽴地条件にあり、名古屋市のベッドタウンとなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図−⼤治町の位置 

資料：第4次⼤治町総合計画  
 

(2) 地勢 

本町は、濃尾平野南⻄部のデルタ地帯にあり、⽊曽川⽔系及び庄内川⽔系によって形成さ
れた第四期沖積層となっています。沖積層が厚く地盤が軟弱なため、地震発⽣時には地震動
が増幅され被害を受けやすい条件にあります。 

また、町域全体が⼟地の起伏がほとんどない低平地であり、現在は排⽔機により常時強制
排⽔を⾏っている状態です。 

河川は、⼀級河川庄内川、⼀級河川新川及び⼆級河川福⽥川が北から南へ、準⽤河川⻄條
⼩切⼾川、準⽤河川円楽寺川及び準⽤河川⼩糠⽥川が東から⻄へ、それぞれ緩やかに流れて
います。  
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本町及び周辺地域は、濃尾平野のほぼ平坦なところですが、地形分類上では三⾓州性低地
のなかに微⾼地形の⾃然堤防が分布しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−地形分類図 
資料：1/200,000⼟地分類基本調査（昭和49年） 

 
  

 Ｎ 
凡例

⾏政界
市街化区域
⾼速道路
国県道

低地
⾃然堤防・砂州・砂丘
三⾓州性低地
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 気象 
気象は、おおむね温暖多⾬の太平洋側気候を⽰し、低平地の⼟地条件から夏季には集中豪

⾬や台⾵の影響を受けることもあります。また、冬季には空気が乾燥しやすく、北⻄からの
季節⾵が強くなる傾向があります。 

下図は、地球観測衛星TERRA（テラ）・AQUA（アクア）のデータを基に作成した県内の
ヒートアイランドの実態です。名古屋市を中⼼に本町も含め、地表⾯温度の⾼い箇所が集中
しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−県内のヒートアイランドの実態 
資料：ヒートアイランド緩和対策マニュアル（改訂版）（平成18年） 
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 農業環境 
市街地周辺に広がる農地の緑は、都市環境にうるおいと安らぎを与える要素となります。 
本町は、濃尾平野の純農村地域でしたが、近年市街地化が進み、農家数や経営耕地の減少

等農業環境は⼤きく後退しています。 
このような状況において、都市近郊農業としての農業が維持されており、⽔稲の他⼤消費

地へ出荷される⾚しそ、モロヘイヤ、ホウレンソウ、⼩松菜等露地野菜の⽣産が盛んです。 
経営耕地⾯積の推移についてみると、平成17（2005）年から平成22（2010）年にかけて

減少傾向にありましたが、平成22（2010）年から平成27（2015）年にかけては微増傾向に
あります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−経営耕地⾯積の推移 
資料：各年農林業センサス 
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 ⼟地特性 

(1) 表層地質 

本町の表層地質は、いずれも岩⽯化していない堆積物で、ほぼ砂層を主とする（⼤部分が
砂・砂礫からなる）地域であり、⻄南部は泥層を主とする（⼤部分が砂・シルト・粘⼟から
なる）地域となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−表層地質図 
資料：1/200,000⼟地分類基本調査（昭和49年） 

  

 Ｎ 
凡例

⾏政界
市街化区域
⾼速道路
国県道

未固結堆積物
砂層を主とする地域
泥層を主とする地域
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(2) ⼟壌 

⽣物や植物の⽣息環境に⼤きく関わりのある本町の⼟壌は、ほぼ2種類に区分されており、
⻄部が細粒灰⾊低地⼟壌（⼟壌の最上位層に位置する作⼟下の⼟性が粘質〜強粘質）、東部
が灰⾊低地⼟壌（⼟壌の最上位層に位置する作⼟下の⼟性が壌質）に区分されています。こ
れらのグライ層は地表下50㎝以内には出現しませんが、南部から東部にかけての隣接地に
は、地表下50㎝以内にグライ層を持つ細粒グライ⼟壌やグライ⼟壌が分布しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−⼟壌図 
資料：1/200,000⼟地分類基本調査（昭和49年） 

  

凡例
⾏政界
市街化区域
⾼速道路
国県道

灰⾊低地⼟
細粒灰⾊低地⼟壌
灰⾊低地⼟壌

グライ⼟
細粒グライ⼟壌
グライ⼟壌

 Ｎ 
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 ⼟地利⽤・植⽣ 
本町の⼟地利⽤・植⽣は、市街地等の都市的⼟地利⽤と、⽔⽥、畑地等の農業的⼟地利⽤

が混在しています。 
植⽣は⽔⽥雑草群落、畑雑草群落等の分布がみられます。また、⼀級河川庄内川の河川敷

にはオギ群集の植⽣等がみられます。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−植⽣図 
資料：⾃然環境保全基礎調査（第6回調査 平成11〜16年度 第7回調査 平成17年度〜） 

 Ｎ 

凡例
⾏政界
市街化区域
⾼速道路
国県道
ヤナギ⾼⽊群落（ＶＩ）
ヤナギ低⽊群落（ＶＩ）

シイ・カシ⼆次林
ケネザサ−コナラ群集
ススキ群団（ＶＩＩ）
オギ群集
⽵林
ゴルフ場・芝地

路傍・空地雑草群落
放棄畑雑草群落
果樹園
畑雑草群落
⽔⽥雑草群落
市街地

緑の多い住宅地
残存・植栽樹群をもった公園、墓地等
⼯場地帯
開放⽔域
⾃然裸地
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2-2 社会的条件 

 ⼈⼝ 

(1) ⼈⼝の推移 

本町の⼈⼝は増加傾向にあり、平成27（2015）年時点で30,990⼈（平成2（1990）年の約
1.4倍）となっています。 

年齢別にみると、年少⼈⼝（15歳未満）は平成22（2010）年にかけて増加傾向にありまし
たが、平成27（2015）年には減少に転じています。⽣産年齢⼈⼝（15〜64歳）は平成17（2005）
年にかけて増加していましたが、以降は減少が続いています。⼀⽅、⽼年⼈⼝（65歳以上）
は⼀貫して増加し、平成27（2015）年には年少⼈⼝を上回り、少⼦⾼齢化が進⾏しつつあり
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−⼈⼝の推移 
資料：各年国勢調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※総⼈⼝は年齢不詳を含むため年齢別⼈⼝の合計と⼀致しない場合がある、また年齢別⼈⼝構成⽐につい
ては年齢不詳を除く⼈⼝に対する割合を⽰す 

図−年齢別⼈⼝構成⽐の推移 
資料：各年国勢調査 

19.0% 16.9% 16.7% 17.6% 17.5% 16.5%

74.0% 74.8% 72.5% 68.9% 65.6% 62.5%

7.0% 8.2% 10.7% 13.5% 16.9% 21.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H2
(1990)

H7
(1995)

H12
(2000)

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

年少⼈⼝ ⽣産年齢⼈⼝ ⽼年⼈⼝

22,598 24,724 27,073 28,501 29,891 30,990 
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(2) ⼈⼝分布 

平成27（2015）年の⼈⼝密度をみると、花常、鎌須賀が60⼈/ha以上と⾼く、北間島、⾺
島、砂⼦が50〜60⼈/haとなっています。その他の地区も⼋ツ屋を除き40⼈/ha以上の⼈⼝
密度となっており、ほぼ全域が市街化している状況にあります。 

平成17（2005）年から平成27（2015）年にかけての⼈⼝の推移をみると、花常、北間島、
⻑牧、中島、鎌須賀、砂⼦で特に⼈⼝の増加がみられる⼀⽅、⾺島においては⼈⼝の減少が
みられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図−地区別⼈⼝密度（平成 17 年） 
資料：平成17年国勢調査 

 Ｎ 凡例
⾏政界
市街化区域
⾼速道路
国県道

H17⼈⼝密度
20⼈/ha未満
20〜30⼈/ha
30〜40⼈/ha
40〜50⼈/ha
50〜60⼈/ha
60⼈/ha以上
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図−地区別⼈⼝密度（平成 27 年） 
資料：平成27年国勢調査 

凡例
⾏政界
市街化区域
⾼速道路
国県道

H27⼈⼝密度
20⼈/ha未満
20〜30⼈/ha
30〜40⼈/ha
40〜50⼈/ha
50〜60⼈/ha
60⼈/ha以上

 Ｎ 
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 公共施設 
本町にある公共施設は、以下のとおりです。 

表−公共施設 
番号 種別 施設名 ⾯積（ha） 備考 

1 

⽂化施設 

公⺠館 0.50  
2 ⻄公⺠館 0.25  
3 ⼋ツ屋防災コミュニティセンター 0.13  
4 砂⼦東部防災ふれあいセンター 0.06  
5 ⻄條防災コミュニティセンター 0.10  
6 スポーツ施設 スポーツセンター 1.05  
7 

学校・教育施設 

⼤治⼩学校 1.63  
8 ⼤治南⼩学校 1.73  
9 ⼤治⻄⼩学校 1.50  
10 ⼤治中学校 2.95  
11 

⼦育て⽀援施設 

⼤治東部児童クラブ 0.11  
12 ⼤治⻄部児童クラブ 0.05  
13 ⼤治南部児童クラブ - 総合福祉センター内 
14 児童センター -  〃 
15 

保健・福祉施設 

⽼⼈福祉センター - ⻄公⺠館内 
16 在宅⽼⼈デイサービスセンター -  〃 

17 地域福祉センター 
（総合福祉センター内） 0.74  

18 ⾼齢者⽣きがい活動センター - 総合福祉センター内 
19 福祉作業所さつきの家 -  〃 
20 保健センター 0.23  
21 ⾏政施設 ⼤治町庁舎 0.64  
22 

その他施設 

⻄條排⽔機場 0.05  
23 ⻄條第 3 排⽔機場 0.08  
24 円楽寺排⽔機場 0.13  
25 円楽寺第 2 排⽔機場 - 円楽寺排⽔機場で計上 
26 ⼋ツ屋第 1 排⽔機場 0.03  
27 砂⼦第 1 排⽔機場発電機格納庫 - 砂⼦第 1 排⽔機場で計上 
28 砂⼦第 1 排⽔機場 0.01  
29 三本⽊排⽔機場 0.05  
30 ⻄條⼩切⼾川排⽔機場 2.41  
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図−公共施設の分布 
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第3章  ⼤治町の緑の現況 
3-1 緑地現況 

 都市公園 
現在、本町には都市公園法に規定される公園はありません。 
 

 公共施設緑地 
本町の公共施設緑地は、公園やちびっこ広場等、以下の施設があげられ、20.89haとなり

ます。 
 

表−公共施設緑地① 
番号 種別 施設名 ⾯積（ha） 備考 

1 

公園 

⼤治町庄内川河川敷公園 0.80  
2 中島⼤⾨先公園 0.03  
3 砂⼦堂地公園 0.02  
4 ⻑牧調整池公園（⻑牧調整池） 0.21  
5 砂⼦⼤宮崎公園 0.03  
6 

ちびっこ広場 

⻄條⼤辻ちびっこ広場 0.07  
7 ⻄條⾼場ちびっこ広場 0.10  
8 ⻄條柳原ちびっこ広場 0.07  
9 ⻄條諏訪ちびっこ広場 0.07  
10 ⻄條北屋敷ちびっこ広場 0.03  
11 ⻄條殿池ちびっこ広場 0.05  
12 ⻄條⼟井ノ池ちびっこ広場 0.09  
13 ⻄條城前⽥南ちびっこ広場 0.08  
14 三本⽊⻄深⽥ちびっこ広場 0.03  
15 三本⽊柳原ちびっこ広場 0.07  
16 三本⽊屋形ちびっこ広場 0.03  
17 三本⽊堅⽥ちびっこ広場 0.02  
18 砂⼦⼭ノ浦ちびっこ広場 0.12  
19 砂⼦中割ちびっこ広場 0.05  
20 鎌須賀⼭廻ちびっこ広場 0.06  
21 鎌須賀茶屋ちびっこ広場 0.04  
22 東條中切ちびっこ広場 0.06  
23 北間島宮⻄ちびっこ広場 0.09  
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表−公共施設緑地② 
番号 種別 施設名 ⾯積（ha） 備考 
24 

ちびっこ広場 

北間島柿⽊ちびっこ広場 0.05  
25 ⻑牧浦畑ちびっこ広場 0.07  
26 ⻑牧前⽥ちびっこ広場 0.04  
27 ⾺島⼤⾨⻄ちびっこ広場 0.03  
28 

その他 
広場・緑地等 

⻄條壱町⽥球技場 0.13  
29 堀之内狐⽳球技場 0.08  
30 砂⼦中割球技場 0.13  
31 ⼤治浄⽔場公園 0.63  
32 中島広場 0.01  
33 砂⼦柳原ゲートボール場 0.08  
34 ⼤治町営野球場 1.11  
35 ⼤治町多⽬的スポーツ広場 0.50  
36 旧尾張サイクリングロード 5.02  
37 ⼤治⼩学校 0.63 グラウンド部分のみ 
38 ⼤治南⼩学校 0.78  〃 
39 ⼤治⻄⼩学校 0.70  〃 
40 ⼤治中学校 1.77  〃 
41 国道 302 号 5.02  
42 （主）名古屋津島線 0.28  
43 花園 0.06  
44 国道 302 号千⾳寺 JCT 内調整池・ビオトープ 0.85  
45 遊歩道 0.61  
46 （都）堀之内砂⼦線 0.05  
47 松下緑地 0.04  

合計 20.89  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真−⻑牧調整池公園 写真−庄内川河川敷公園 
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図−公共施設緑地の分布  
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 ⺠間施設緑地 
本町の⺠間施設緑地は、社寺境内地の樹林があげられ、6.13haとなります。 
 

表−⺠間施設緑地① 
番号 区分 名称 ⾯積（ha） 

1 

社寺境内地 

諏訪社 0.07 
2 箱根社 0.06 
3 法城寺 0.08 
4 ⼋剱社（⻄條字南屋敷） 0.12 
5 光暁寺 0.24 
6 圓⻑寺 0.34 
7 ⽥之社 0.06 
8 殿池神社 0.08 
9 建宗寺 0.20 
10 宝昌寺 0.11 
11 ⼋幡神社（花常） 0.14 
12 正覚寺 0.20 
13 ⾺島社 0.28 
14 明眼院 0.55 
15 東光寺 0.16 
16 天神社 0.10 
17 神明社（東條） 0.11 
18 東昌寺 0.07 
19 ⻯源寺 0.33 
20 本覚寺 0.20 
21 ⼋王⼦社 0.16 
22 ⼋幡神社（⻑牧） 0.15 
23 前⽥神社 0.13 
24 春⽇社 0.11 
25 神明社（鎌須賀） 0.26 
26 ⽩⼭社（鎌須賀） 0.21 
27 浅間神社 0.14 
28 稲荷社 0.29 
29 ⼗⼆所神社 0.10 
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＜町内における⺠間施設緑地＞ 

表−⺠間施設緑地② 
番号 区分 名称 ⾯積（ha） 
30 

社寺境内地 

⾃性院 0.32 
31 ⽟泉寺 0.24 
32 光雲寺 0.08 
33 神明社（中島） 0.04 
34 ⼋剱社（⻄條字狐海道） 0.02 
35 ⽩⼭社（三本⽊） 0.04 
36 神明社（花常） 0.04 
37 神明社（⻄條） 0.02 
38 豊受神社 0.02 
39 明神社 0.04 
40 浄國寺 0.06 
41 松林寺 0.06 
42 神明社（堀之内） 0.03 
43 圓光寺 0.04 
44 ⽩⼭社（砂⼦） 0.03 

合計 6.13 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

写真−⼋王⼦社の社寺林 写真−神明社（鎌須賀）の社寺林 
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図−⺠間施設緑地の分布 
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 地域制緑地 
本町の地域制緑地は、「河川法」に基づく⼀級河川庄内川、⼀級河川新川、⼆級河川福⽥

川、⼆級河川⻄條⼩切⼾川、準⽤河川⼩切⼾川、準⽤河川円楽寺川、準⽤河川⼩糠⽥川の7
河川の河川区域があげられ、54.94haとなります。 

 
表−地域制緑地 

区分 名称 
現況⾯積（ha） 

備考 
市街化区域 市街化調整区域 

河川区域 

1 庄内川  22.99  
2 新川  24.02  
3 福⽥川 4.65   
4 ⻄條⼩切⼾川 0.85   
5 ⼩切⼾川 0.43   
6 円楽寺川 1.25   
7 ⼩糠⽥川 0.75   

 ⼩計 7.93 47.01  
合計 54.94  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜町内における地域制緑地＞ 

写真−⼀級河川新川 写真−⼀級河川庄内川 
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図−地域制緑地の分布 
  



37 

 緑地現況量 
本町の現況の緑地⾯積を、市街化区域と市街化調整区域の区分で整理したものが以下の

表になります。なお、市街化調整区域は、⼀級河川庄内川と⼀級河川新川の河川区域が該当
します。 

都市計画区域（＝本町の全域）における、今後も緑地として保全される「担保性のある緑
地」の⾯積は全体で約81 haで、都市計画区域（659ha）に占める割合は約12.3％となってい
ますが、市街化区域（611ha）に対する緑地量（約34ha）としては、約5.6％を占めるにとど
まっています。 

 
表−緑地現況量（単位：ha） 

区   分 
市街化区域 

（1） 
市街化調整区域 

（2） 
都市計画区域 
（1）＋（2） 

施 設 
緑 地 

都市公園 − − − 

公共施設緑地 20.09 0.80 20.89 

⺠間施設緑地 6.13 − 6.13 

施設緑地 合計 26.22 0.80 27.02 

地域制 
緑地 

法によるもの 河川区域 7.93 47.01 54.94 

地域制緑地 合計 7.93 47.01 54.94 

施設緑地・地域制緑地間の重複 − 0.80 0.80 

緑地現況量 総計 34.15 47.01 81.16 
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図−緑地現況図 
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3-2 緑化現況 

 道路緑化、公共施設の緑化 
道路の緑化については、国道302号に環境施設帯が設置されている他、（主）名古屋津島線

や、（都）堀之内砂⼦線の整備済区間に植樹帯が設置されています。 
公共施設では、⼩中学校をはじめ、⼤治浄⽔場公園、⼤治町営野球場、スポーツセンター

等において植栽がなされています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 緑被現況 
本町の緑被現況（空中写真等（2019年度撮影）をもとに計測）は、下表のとおりとなりま

す。 
都市計画区域（＝本町の全域）における緑被⾯積は約305haで、都市計画区域（659ha）に

占める割合は約46％となっています。 
これを市街化区域に当てはめると、緑被⾯積は約259haであり、市街化区域（611ha）に

占める割合は約42％となっており、市街地に存在する農地等が緑被率を⾼める要因となっ
ています。 

表−緑被現況量（単位：ha） 

区   分 
市街化区域 

（1） 
市街化調整区域 

（2） 
都市計画区域 
（1）＋（2） 

⼭林・荒地等 10.00 4.45 14.45 
⽥ 69.37 - 69.37 
畑・その他の農地 50.04 6.61 56.65 
公共公益施設⽤地の植栽地 29.16 3.12 32.28 
⺠有地の植栽地 89.93 1.81 91.74 
⽔⾯ 10.31 29.82 40.13 

合  計 258.81 45.81 304.62 

写真−環境施設帯 
（国道 302 号） 

 
写真−植樹帯 

（（都）堀之内砂⼦線） 
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図−緑被現況図 
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図−空中写真（2019 年度撮影） 

  



42 

 緑化活動・イベント関連団体 
本町では、「いきいき花クラブ」が定期的に

花を植え替えて、美しい景観づくりのための
活動をしています。 

 
 
 
 
 

図−2009 町勢要覧 
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第4章  緑に関する分析・評価 
4-1 前回計画の評価・検証 

 緑地の確保⽬標⽔準 
平成21（2009）年度に策定された「緑地の確保⽬標⽔準」と現状を⽐較すると、市街化区

域⾯積に対する割合（A）、都市計画区域⾯積に対する割合（B）は以下の様になります。 
 

表−前回策定時の緑地の確保⽬標⽔準と現況 
⽬標年次における
緑地確保⽬標量 

前回策定年次 
（平成 21 年度） 

（2009 年度） 

前回⽬標年次 
（令和 2 年度） 
（2020 年度） 

現況 
（令和 2 年度） 
（2020 年度） 

市街化区域⾯積に
対する割合（A） 

31.95ha 
〔5.2％〕 

32.31ha 
〔5.3％〕 

34.15ha 
〔5.6％〕 

都市計画区域⾯積
に対する割合（B） 

78.96ha 
〔12.0％〕 

79.32ha 
〔12.0％〕 

81.16ha 
〔12.3％〕 

注１） 市街化区域⾯積は611ha、都市計画区域（＝本町の全域）⾯積は659haで計算しています。 
注２） 前回策定時の緑地量は学校区域が全域含まれていたため、公共緑地として計上できるグラウンド部

分のみを計上して再計算しています。 
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 都市公園等の施設として整備すべき緑地の⽬標⽔準 
都市公園等の施設として整備すべき緑地の⽬標⽔準と現況を⽐較すると、⽬標は⼗分達

成しています。 
 

表−前回策定時の都市公園等の施設として整備すべき緑地の⽬標⽔準と現況 

⽬標⽔準 
前回策定年次 

（平成 21 年度） 
（2009 年度） 

前回⽬標年次 
（令和 2 年度） 
（2020 年度） 

現況 
（令和 2 年度） 
（2020 年度） 

都市公 園及 び
公共施設緑地 18.16ha 

〔6.1 ㎡／⼈〕 
19.23ha 

〔6.0 ㎡／⼈〕 
20.89ha 

〔6.7 ㎡／⼈〕 

注１） 各年次での⼈⼝は、前回策定年次：29,561⼈、前回⽬標年次：32,000⼈、現況： 30,990⼈（平成27
年参考）とします。 

注２） 前回策定時の公共施設緑地量は学校区域が全域含まれていたため、公共施設緑地として計上できる
グラウンド部分のみを計上して再計算しています。 

 

 その他の⽬標⽔準 
その他、前回策定時に設定された各⽬標に対する現況値は以下のとおりです。 
 

表−前回策定時の各⽬標⽔準と現況 

⽬標⽔準 
前回⽬標年次 

（令和 2 年度） 
（2020） 

現況 
（令和 2 年度） 

（2021） 
公共施設緑地 
 

⼋ツ屋地区に公園・緑地を整備 
1 箇所：0.71ha 程度 

⼤治町庄内川河川敷公園を整備 
0.80ha 

整備⽬標：19.23ha 20.89ha 

⺠間施設緑地 整備⽬標：5.9ha 6.13ha 

地域制緑地 
 整備⽬標：54.9ha 54.94ha 

注１） 前回策定時の公共施設緑地の整備⽬標は学校区域を全域含める値で⽬標設定がされていたため、公
共施設緑地として計上できるグラウンド部分のみを計上して再計算しています。 

注２） ⺠間施設緑地について、整理⽅法を前回策定時から変更し、課税台帳を主として再整理したところ、
対象となる緑地が増えたため、現況量が増加しています。  
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4-2 緑の分析・評価 

⼀般的に緑の基本的な機能は、「環境保全」、「レクリエーション」、「防災」及び「景観形
成」の4機能に分けることができます。 

ここでは、現況の緑をこの4機能により評価し、町域内の該当する緑の実態を明らかにし
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図−4 機能別評価の視点 
 
 
  

・本町の⾻格形成 
・優れた⾃然環境 
・優れた歴史的⾵⼟ 
・快適な⽣活環境の形成 
・動植物の保全 
・都市環境の維持・改善 

・⾃然とのふれあいの場 
・⽇常圏におけるレクリエーションの場 
・広域圏におけるレクリエーションの場 

・⾃然災害の防⽌ 
・⼈為災害の防⽌ 
・避難路、避難地としての役割 

【評価の視点】 

（1）環境保全機能 

（2）レクリエーション機能 

（3）防災機能 

・都市を代表する景観 
・地区や住区の良好な景観 
・優れた景観の眺望点 
・ランドマークとなる場所 

（4）景観形成機能 
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・本町の⾻格を形成する緑としては、町域
を南北に流下する⼀級河川庄内川があげ
られます。 

①本町の⾻格形成 

・⼀級河川庄内川の雄⼤で豊かな流れは、
本町において優れた⾃然を感じさせる貴
重な緑といえます。 

②優れた⾃然環境 

・町内に点在する社寺境内地及びその樹林
は、歴史や⾵⼟を感じさせる緑といえま
す。 

③優れた歴史的⾵⼟ 

・⻑牧調整池公園と河川敷公園は、貴重な
オープンスペースとして機能し、快適な
⽣活環境の形成に寄与しています。 

④快適な⽣活環境の形成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

写真−⼀級河川庄内川の⾃然 

写真−春⽇社（⼋ツ屋） 

（1）環境保全機能の評価 

写真−⻑牧調整池公園 

写真−⼀級河川庄内川（新⼤正橋より上流） 
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・⼀級河川庄内川、⼀級河川新川及び⼆級河
川福⽥川の河川空間は、動植物の⽣息、⽣
育の場となる貴重な空間といえます。 

⑤動植物の保全 

写真−⼆級河川福⽥川の流れ（秋⽵橋より上流） 

・⼀級河川庄内川、⼀級河川新川及び⼆級河
川福⽥川や市街地内に分布する農地は、ヒ
ートアイランド現象の緩和に役⽴つ緑と
いえます。 

⑥都市環境の維持・改善 

写真−緑豊かな⽥の⾵景 

・国道302号の環境施設帯や（主）名古屋津
島線の植樹帯は、道路からの騒⾳や振動等
を和らげる緩衝機能を有する緑です。 

写真−国道 302 号の環境施設帯 
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（2）レクリエーション機能の評価 

・⼀級河川庄内川は、⾃然とふれあえる⼤
きな広がりのある緑です。 

①⾃然とのふれあいの場 

写真−⼀級河川庄内川 

・⼤治浄⽔場公園、⼤治町営野球場、球技場、
ちびっこ広場、⼩中学校の運動場は、⾝近
なレクリエーションの場となっています。 

②⽇常圏におけるレクリエーションの場 

写真−多⽬的スポーツ広場 

・⼀級河川庄内川は、河畔の道路により町外へとつながっており、ウォーキン
グ等に活⽤できるレクリエーション機能のある緑です。 

③広域圏におけるレクリエーションの場 
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 （3）防災機能の評価 

・市街地内に分布する農地は、⾬⽔の浸透や貯留により、洪⽔の流出を抑制す
る機能があります。 

①⾃然災害の防⽌ 

・国道302号の環境施設帯や（主）名古屋津
島線等の植樹帯は、道路上の事故に対する
緩衝機能を有する緑です。 

・河川や植樹帯のある道路は、防⽕帯（⽕災
の延焼防⽌等）としても機能します。 

②⼈為災害の防⽌ 

写真−（都）堀之内砂⼦線 

・⼩中学校は、避難所に指定されており、災
害時に重要な役割を担っています。 

・公園、球技場等のオープンスペースは、災
害時の、⼀次避難地になるとともに、延焼
防⽌等様々な機能を有しています。 

・植樹帯のある道路は、避難路として機能し
ます。 

③避難路、避難地としての役割 

写真−⼤治⼩学校の緑 
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（4）景観形成機能の評価 

・⼀級河川庄内川は、豊かな⾃然と広⼤な
空間を有し、本町を代表する景観といえ
ます。 

・明眼院の境内地は、郷⼟の歴史を代表・
象徴する景観といえます。 

①都市を代表する景観 

写真−明眼院の境内 

・町内に点在する社寺境内地は、各地区の歴史や⾵⼟を感じさせる代表的な景
観といえます。 

②地区や住区の良好な景観 

・⼀級河川庄内川の河畔（堤防）は、広々
とした眺望を有しています。 

③優れた景観の眺望点 

写真−⼀級河川庄内川河畔道路からの眺望 

・町内に点在する社寺境内地の樹齢を重ね
た樹林（⾼⽊を主体とする樹林）は、地区
の⾝近なランドマークとなっています。 

④ランドマークとなる場所 

写真−明眼院境内の樹林 
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4-3 課題の設定 

 町⺠意向調査からの課題 
本町では、都市計画マスタープラン及び緑の基本計画の策定に資するため、町⺠意向調査

を⾏いました。その結果から緑に関する課題を抽出します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

●町⺠意向調査からの課題 
ア 本町の「緑」の特徴である、農地や社寺境内地の樹林を活かしていく必要があります。 
イ 本町の緑は少なく、減少していると感じられており、公園や広場の整備、道路緑化等を推

進していく必要があります。 
ウ 公園の数も少ないと感じており、公園の整備については、徒歩や⾃転⾞で⾏け、ある程度

の規模がありウォーキング等を楽しめる公園や、⾝近にあり幼児や児童が遊べる公園が望
まれています。 

エ 緑化活動への関わりがない町⺠の増加や、公園や広場の⽇常管理を⾏政に望む意⾒の増
加等への対応として、町⺠の緑化活動への関⼼を⾼めることが求められます。 

オ 公園の維持管理状況への不満を感じている町⺠が多く、適切な維持管理による良好な公
園環境の創出が求められます。 

●町⺠意向調査の結果（概要） 
1. ⼤治町の特徴的な「緑」の様⼦は、「まちなかに⽥・畑が多いこと」や「神社やお寺の⼤

⽊や境内林が多いこと」があげられています。 
2. ⼤治町の緑の量は、3 割以上の⼈が「少ない」と感じています。 
3. この 10 年間程で緑の量は、4 割以上の⼈が「減少した」と感じています。 
4. 今後、緑を守り増やすために⾏うべきことは、「公園や広場の整備」や「街路樹や花壇・

プランターの設置等の道路やまちかどの緑化」があげられています。 
5. 現在⾏っている、または今後⾏いたい緑化活動は、「⾃宅のベランダや庭を積極的に⽊や

花で飾る」や「公園や河川に草取りやごみ拾いを⾏う」があげられています。 
6. 緑を守り増やすための⾏政への要望は、「公園や道路の樹⽊の保全・育成に関する町⺠活

動を促進する」、「町⺠に花の種や樹⽊の苗⽊を配布する」等です。 
7. 公園の数（広場等）は、5 割以上の⼈が「少ない」と感じています。 
8. 公園や広場の機能は、「ウォーキング等を楽しめる遊歩道がある公園」や「幼児や児童向

けの遊具がある公園」等が望まれています。 
9. 公園までの距離や⼤きさは、「徒歩や⾃転⾞で⾏ける距離にあり、学校のグラウンドほど

の広さの公園」が最も望まれています。 
10. ⾝近な公園や広場の⽇常管理の⽅法は、「⾏政⽀援のもと、地元が⾏うのが良い」や「⾏

政⽀援のもと、ボランティアが⾏うのが良い」としています。また、「すべて⾏政で⾏う
のが良い」の回答者割合が増加しています。 

11. 公園の維持管理状況について、3 割以上の⼈が「不満である」、「少し不満である」と回答
しています。 
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【参考：町⺠意向調査の結果（緑に関連する設問に対する回答の抜粋）】 
※構成⽐については、実際の集計においては四捨五⼊を⾏っていないが、紙⾯への掲載上、

⼩数第1位までを表⽰していることから、合計が必ずしも100とはならない。 
 

■設問13 ⼤治町で特徴的な「緑」の様⼦は、何だと思いますか。 
「まちなかに⽥・畑が多いこと」が最も多く、次いで「神社やお寺の⼤⽊や境内林が多い

こと」、「まちかどや道路に街路樹や花壇・プランターが多いこと」となっている。 
なお、前計画策定時に実施した平成21年度アンケート結果（以下、「平成21年度アンケー

ト結果」という。）もおおむね同様の傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
■設問14 ⼤治町の「緑の量」については、どのように感じていますか。 

「多くも少なくもないと感じる」が最も多く、次いで「少ないと感じる」、「わからない」
となっている。 

なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 
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■設問15 おおむね過去10年を考えて、⼤治町の「緑の量」については、どのように変化し
たと思いますか。【町全域】 
「変わらないと思う」が最も多く、次いで「やや減ったと思う」、「わからない」となって

いる。 
なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■設問15 おおむね過去10年を考えて、⼤治町の「緑の量」については、どのように変化し
たと思いますか。【お住まいの周辺】 
「変わらないと思う」が最も多く、次いで「やや減ったと思う」、「⼤きく減ったと思う」

となっている。 
なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 
また、町全域の結果と⽐較すると、「やや減ったと思う」、「⼤きく減ったと思う」という

回答者の割合が多くなっている。 
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■設問16 ⼤治町の緑を守り増やすために、今後⾏うべきことは何だと思いますか。 
「公園や広場の整備」が最も多く、次いで「街路樹や花壇・プランターの設置などの道路

やまちかどの緑化」、「⽥・畑などの農地の保全」、「河川沿いなどの⾃然豊かな緑の保全」と
なっている。 

なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 
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■設問17 どのような緑化の活動を実施していますか。あるいは、今後どのような緑化の活
動を実施しようと思いますか。 
「⾃宅のベランダや庭を積極的に⽊や花で飾る」が最も多く、次いで「公園や河川の草取

りやごみ拾いを⾏う」、「特に活動を実施したことはない（実施しようとは思わない）」とな
っている。 

なお、平成21年度アンケート結果と⽐較すると、「特に活動を実施したことはない（実施
しようとは思わない）」の回答者割合に増加がみられる。 
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■設問 18 ⼤治町の緑を守り増やすために、⾏政にしてほしいことは何ですか。 
「公園や道路の樹⽊の保全・育成に関する町⺠活動を促進する」が最も多く、次いで「町

⺠に花の種や樹⽊の苗⽊を配布する」、「公園内への⺠間事業者によるカフェや売店などの
出店を促進する」、「花壇の設置やボランティア活動の推進など活動の場所や機会をつくる」、
「植樹祭や展⽰会などのイベントを開催して、花や緑への関⼼を⾼める」となっている。 

なお、平成21年度アンケート結果と⽐較すると、「公園や道路の樹⽊の保全・育成に関す
る町⺠活動を促進する」及び「公園内への⺠間事業者によるカフェや売店などの出店を促進
する」は新たに追加した選択肢であるが、その他の傾向についてはおおむね同様である。 
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■設問19 ⼤治町の「公園の数」（広場など）については、どのように感じていますか。 
「少ないと感じる」が最も多く、次いで「多くも少なくもないと感じる」、「わからない」

となっている。 
なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■設問20 どのように利⽤ができる公園や広場が必要と思いますか。 
「ウォーキングなどを楽しめる遊歩道がある公園」が最も多く、次いで「幼児や児童向け

の遊具がある公園」、「キャッチボールやゲートボールなどの簡単な運動ができる広場」、「た
くさんの⽊や花を観賞できる公園」となっている。 

なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 
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■設問21 今後、もっとも必要と思う公園は、どの程度の距離や⼤きさですか。 
「徒歩や⾃転⾞で⾏ける距離にあり、学校のグラウンドほどの広さの公園」が最も多く、

次いで「徒歩で⾏ける距離にあり、保育所のグラウンドほどの⼩さな公園」、「⾃転⾞や⾞で
⾏ける距離にあり、学校のグラウンドの2倍の広さの公園」となっている。 

なお、平成21年度アンケート結果もおおむね同様の傾向にある。 
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■設問22 ⾝近な公園や広場の⽇常管理（除草、清掃など）については、どのように⾏うこ
とが良いと思いますか。 
「⾏政⽀援のもと、地元が⾏うのが良い」が最も多く、次いで「⾏政⽀援のもとボランテ

ィアが⾏うのが良い」、「すべて⾏政で⾏うのが良い」となっている。 
なお、平成21年度結果と⽐較すると、「すべて⾏政で⾏うのが良い」の回答者割合が増加

している⼀⽅で、「⾏政⽀援のもと、地元で⾏うのが良い」の回答者割合は減少している。
「⾏政⽀援ものとボランティアが⾏うのが良い」はおおむね同程度となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■設問23 現在の公園の維持管理状況について、どのように思いますか。 
「わからない」が最も多く、次いで「概ね満⾜している」、「少し不満である」となってい

る。 
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 機能別評価からの緑の特徴 
環境保全、レクリエーション、防災、景観形成の4つの機能別評価からみた、本町の緑の

特徴を整理します。 
 

●機能別評価からの緑の特徴 
「環境保全」 
・⼀級河川庄内川は雄⼤で豊かであり、本町の⾻格を形成し、⾃然環境も優れています。 
・町内に点在する社寺境内地及びその樹林は、歴史を感じさせる緑であり、庄内川等の河川

や農地は都市環境の維持・改善に役⽴つ緑です。 
「レクリエーション」 
・⼀級河川庄内川は、⾃然とふれあえる⼤きな広がりのある緑です。また、⼤治浄⽔場公園

やちびっこ広場等は、⾝近なレクリエーションの場です。 
「防災機能」 
・全体的に分布している農地は⾬⽔の貯留により流出を抑制する機能があり、⽔災害の防⽌

に寄与しています。 
・公園、球技場等のオープンスペースは、災害時に避難する場所になるとともに、⽕災の際

には延焼を防⽌する機能があります。 
「景観形成」 
・⼀級河川庄内川は、豊かな⾃然と広⼤な空間があり、眺望が優れています。 
・点在する社寺境内地は、歴史を⾝近に感じることができる、地区のランドマークです。 

 

 課題の設定 
町⺠意向調査でも⽰されているように、本町の緑は後退していると感じられており、これ

は本町の貴重な緑として意識されている農地が減少したことによるものと考えられます。 
⼀⽅、緑は⼈々の⼿で良好な環境を維持していく必要があり、町⺠の緑化活動への関⼼を

⾼めることが重要です。また、歴史ある社寺林等は、地区の特徴的な緑として活かすととも
に、今後も、守り後世に継承していかなければなりません。さらに、緑はつながることによ
ってよりその機能を増すことができます。 

このような本町の緑の特徴から、「緑を守り育てる」、「緑を活かす」、「緑をつくる（増や
す）」の3つの視点から課題を設定します。 
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(1) 緑を守り育てる 

①緑を守り育てるためには、⼈の⼿が必要ですが、ボランティア活動も含め緑の維持管理を
進めていく必要があります。 

②地区に点在する社寺境内地の緑は、環境保全や景観形成に寄与する本町の貴重な緑であ
り、地区の特徴的な緑として守り育てていく必要があります。 

 
 

(2) 緑を活かす 

①町内の各所に点在する既存の公園・ちびっこ広場等は、貴重なオープンスペースであり、
⾝近なレクリエーション施設として活かしていく必要があります。 

 
 

(3) 緑をつくる（増やす） 

①都市公園が設置されていない本町では、⼤治浄⽔場公園とちびっこ広場等がその役割を
果たしていますが、量が不⾜している状態であり、公園の拡充が求められています。 
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●緑の将来像 

緑と共に 安らぎのある 豊かなまち おおはる 

第5章  緑地の保全及び緑化の⽬標 
5-1 緑の将来像 

豊かな緑は、⼈々にうるおいと安らぎを与え、快適な都市を形づくるうえで⽋かせない要
素です。市街化の進展とともに、その役割はより⼀層重要なものとなります。 

本町には、⼀級河川庄内川、⼀級河川新川及び⼆級河川福⽥川が南北に流れ、本町のイメ
ージアップマークに表現される象徴的な地域資源に位置付けられるとともに、これらが緑
の⾻格軸を構成しています。また、町内には多くの農地が分布し、各所に点在する社寺境内
地等の緑とともに、本町の緑を特徴付けています。 

今後は、⼀級河川庄内川、⼀級河川新川及び⼆級河川福⽥川を基軸に、中⼩河川や主要な
道路を活⽤し、緑のネットワーク化を図るとともに、⾝近なレクリエーション施設となる公
園・緑地の拡充により、誰もが緑を楽しめる快適な環境を形成していくことが重要となりま
す。 

以上の考え⽅を踏まえつつ、都市計画マスタープランにおける将来都市像との適合性を
考慮し、本町の緑の将来像を次のように設定します。 

 
 
 
 
 

 
 

●イメージアップマーク「⼤きく⾶翔する⼤治町⺠の姿」 
 
 
 
 
 
 

●本町の「町の⽊」と「町の花」
センダン 
 

センダン科の落葉高木 

春に葉のつけ根に薄紫色の

五弁花を咲かせ、楕円形の

果実を結ぶ。 

果実はひび薬になり、材は建

築・器具用材として使われ

る。 

サツキ 
 

ツツジ科の常緑低木 

6 月 

頃に 5 裂の花を咲か

せる。 

出典：大治町 HP より 
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●緑の将来像図 
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5-2 基本方針の設定 

緑の将来像『緑と共に 安らぎのある 豊かなまち おおはる』の実現に向け、「緑を守り育
てる」、「緑を活かす」、「緑をつくる（増やす）」をテーマとした基本⽅針を設定します。 

 緑を守り育てるための⽅針 
ア ⼀級河川庄内川等の⾻格となる⽔辺の緑の保全・再⽣を図るとともに、町⺠への緑の

保全意識の普及啓発を図ります。 
イ 道路整備や河川改修に合わせ、街路樹の設置や堤防の緑化を図り、緑のネットワーク

の維持・管理に努めます。 
ウ 各地区に点在する社寺境内地の地域の歴史を物語る緑は、地域を特徴付ける緑として

保全に努めます。 
 

 緑を活かすための⽅針 
ア 既存の公園やちびっこ広場等の公園・緑地は、町⺠の貴重な憩いの場であるため、安

全で便利に利⽤できるよう、機能の充実に努めます。 
 

 緑をつくる（増やす）ための⽅針 
ア 現状の公園・緑地は⼩規模なものが多く、地域的な偏りもあるため、地域に必要な機

能を有する都市公園等を計画的に整備していきます。 
イ 町⺠への呼びかけを⾏いながら、各種制度の活⽤を検討し、都市公園等の整備に対す

る⺠間活⼒の導⼊や⺠有地の緑化を促進します。 
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5-3 計画の目標 

本計画では、「都市公園等の施設として整備すべき緑地」に対して数値⽬標を設定します。 
⽬標年次（令和12（2030）年）の都市公園等（※1）の整備⽬標量は、約22.40haです。し

たがって、都市公園等の施設として整備すべき緑地の令和12年の⽬標は、⼈⼝32,552⼈（※
2）の都市規模において、町⺠1⼈あたり6.9㎡とします。 

 
表−都市公園等の施設として整備すべき緑地の⽬標⽔準 

年次 現況（令和2年） ⽬標年次（令和12年） 

⽬標 20.89 ha 
（6.7㎡/⼈） 

22.40 ha 
（6.9㎡/⼈） 

※1 都市公園と公共施設緑地を加えた施設緑地です。 
※2 令和12年の⼈⼝は「⼤治町⼈⼝ビジョンまち・ひと・しごと創⽣総合戦略（平成28年3⽉）」における

⼈⼝の将来展望と整合を図っています（合計特殊出⽣率が上昇する場合）。 
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第6章  緑に関する施策の⽅針 
6-1 緑地配置の方針 

 ⾻格を形成する緑の配置 
本町において、まとまりある豊かな⽔と緑の空間を有する⼀級河川庄内川、⼀級河川新川

及び⼆級河川福⽥川の3河川を本町の⾻格を形成する緑と位置付けるとともに、⽔と緑のネ
ットワークの基軸とします。 

 

 ⾝近な緑の配置 

(1) 公共施設緑地 

⼤治浄⽔場公園、ちびっこ広場、⻑牧調整池公園等の既存施設を維持します。また、町⺠
のスポーツ・レクリエーション活動の場や災害時の避難所になる等、多様な機能を持つ重要
な緑として、⼀次避難地機能を有する砂⼦防災公園を配置し、整備を進めます。 

 

(2) ⺠間施設緑地（社寺境内地） 

明眼院をはじめとする社寺の境内地は、地域住⺠の協⼒のもと、既存の緑地を維持します。 
 

 つなぐ緑の配置 

(1) 主要道路 

環境施設帯が設置されている国道302号、植樹帯が設置されている（主）名古屋津島線を
緑のネットワークの基軸とします。 

 

(2) 中⼩河川 

⼆級河川⻄條⼩切⼾川、準⽤河川⼩切⼾川、準⽤河川円楽寺川、準⽤河川⼩糠⽥川を軸線
とし、町内に整備された⽔路とともに住宅地の⾝近な⽔と緑のネットワークを形成します。 
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6-2 公園・緑地の整備方針 

 配置⽅針 
町⺠の⽇常的な利⽤や、災害時に活⽤できる公園・緑地機能を適切な位置に合理的に確保

していくことに努めます。 
 

 配置計画 
現状で町⺠の憩いやレクリエーションの場となっている既存の公共施設緑地の配置を考

慮しながら、地域の拠点となる公園の配置検討を進めていきます。 
市街地全般において低平地による浸⽔や、地震時での被害が懸念される⼟地条件である

ことから、避難できる安全な空間を徒歩圏内で計画的に配置する必要があります。 
よって、指定緊急避難場所である⼩・中学校運動場との機能連携や役割分担を考慮して、

⼀次避難地としての機能を有する砂⼦防災公園の整備を南部地域で進めます。 
 

表−街区公園相当の施設（⾯積 0.10〜1.00ha で広場機能を有する施設） 
記号 名称 ⾯積（ha） 

A 砂⼦⼭ノ浦ちびっこ広場 0.12 
B 砂⼦中割球技場 0.13 
C ⻄條壱町⽥球技場 0.13 
D ⼤治浄⽔場公園 0.63 
E ⼤治町多⽬的スポーツ広場 0.77 
F ⼤治町庄内川河川敷公園 0.80 
G ⻑牧調整池公園（⻑牧調整池） 0.21 
H ⻄條⾼場ちびっこ広場 0.10 

 

表−近隣公園相当の施設（⾯積 1.00ha 以上で広場機能を有する施設） 
番号 名称 ⾯積（ha） 
① ⼤治町営野球場 1.11 
② 砂⼦防災公園（新設） 1.24 

 

  



68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図−新たな公園・緑地の配置検討図 
 

 整備⽬標 
⽬標年次（令和12（2030）年）における新たな公園・緑地の整備⽬標は、南部地域に砂⼦

防災公園、⼤治町多⽬的スポーツ広場を整備、拡張するものとし、⾯積は1.51haとします。 
  

②

Ｃ 

Ａ 

Ｇ Ｄ 

Ｈ 

Ｂ 

① 

Ｅ 

Ｆ 

凡 例 

 公園徒歩利⽤想定圏 

 ⼩中学校 

 新たな公園・緑地予定地 
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6-3 緑地の保全及び緑化の推進のための施策 

 施設緑地の整備⽬標及び整備⽅針 

(1) 公共施設緑地 

① 配置⽅針 
⽬標年次（令和12（2030）年）における公共施設緑地は、既存の公園・緑地、環境施設帯

等を維持するものとします。 
 

② 整備⽬標 
 
公共施設緑地の整備（維持）⽬標は、21.16haとします。 

 
 

(2) ⺠間施設緑地 

① 配置⽅針 
⽬標年次（令和12（2030）年）における⺠間施設緑地の配置は、既存の社寺境内地を維持

するものとします。 
 

② 整備⽬標 
 
⺠間施設緑地の整備（維持）⽬標は、6.13haとします。 
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 地域制緑地の保全⽬標及び保全活⽤の⽅針 

(1) 法によるもの 

① 配置⽅針 
⽬標年次（令和12（2030）年）における地域制緑地の整備⽬標は、現況の地域制緑地であ

る河川法による河川区域（⼀級河川庄内川、⼀級河川新川、⼆級河川福⽥川、⼆級河川⻄條
⼩切⼾川、準⽤河川⼩切⼾川、準⽤河川円楽寺川、準⽤河川⼩糠⽥川）を維持するものとし
します。 

 
② 整備⽬標 

 
地域制緑地（河川区域）の整備（維持）⽬標は、54.94haとします。 

 
 

(2) 協定によるもの 

⼟地所有者や地域住⺠の関係者の提案と話し合いのもと、地域ぐるみで緑地の保全や⺠
有地の緑化を図ることに合意が得られる場合には、市⺠緑地制度や緑地協定制度の運⽤に
ついて検討します。 
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 都市緑化の⽬標及び推進⽅針 

(1) 公有地 

① 道路 
都市計画道路等の幹線道路は、植樹帯の設置による緑化の検討を⾏い、良好な道路環境を

創出するとともに、緑のネットワークの強化に努めます。 
中⼩河川に接する道路は、沿道の緑化や路⾯の修景により、⽔や緑に親しみながら歩くこ

とのできる空間としての機能向上に努めます。 
 

② 河川 
河川の改修にあたっては、堤防等の緑化を図り、安らぎのある⽔辺空間の創出を促進しま

す。 
 

③ その他の公有地 
公有地では、接道部の緑化やシンボルとなるような樹⽊の植栽を⾏い、緑化の推進に努め

ます。また、公共施設の新設や建て替えを⾏う場合は、⼗分な緑地空間を確保するよう努め
ます。 

 

(2) ⺠有地 

① 住宅地 
広報等により緑化の普及啓発を図るとともに、⽣垣化の奨励、地域住⺠による美化活動の

促進を図ります。 
 

② 商業地 
駐⾞場の緑化、プランターやフラワーポットの設置、建物と⼀体化した植栽により、緑豊

かな商業地空間の創出を促進します。 
 

③ ⼯業地 
接道部の緑化や緩衝緑地の確保等による⼯場緑化を奨励します。 

 

(3) 町⺠等への普及啓発及び緑化活動への参加促進 

本町ホームページや広報、各種イベントを通じて、緑に関する普及啓発を実施します。ま
た、優良な事例や活動者を紹介する等、町⺠の活動意欲、参加意欲の向上に努めます。 
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第7章  実現のための具体的な取り組み 
 

緑の将来像、基本⽅針及び緑に関する施策の⽅針を実現するため、3つの基本⽅針（「緑を
守り育てる」、「緑を活かす」、「緑をつくる（増やす）」の視点）から、具体的な取り組みを
以下のように整理します。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

図−具体的な取り組みの体系  

（1）⾻格となる緑の保全 

（3）町⺠との協⼒による緑の保全 

（1）既存の公園・緑地の適切な維持管理 

（2）河川や⽔路の⽔辺環境の維持向上 

（1）都市公園の整備 

（2）公有地における緑化の推進 

（3）⺠有地における緑化の促進 

●⼀級河川庄内川の⽔と緑の保全 
●庄内川河川敷の農地の保全 
●街路樹の適切な維持管理 

●歴史資源となる⽊々の保全 
●明眼院等社寺境内地の保全 
●緑の保全意識の普及啓発 

●公園・緑地の計画的な維持管理 
●⺠間ボランティアの活動の充実 

●河川や⽔路の緑化・美化 
●⽔質の改善 

●砂⼦防災公園の整備 

●公共施設における先導的な緑化 
●公有地の植栽等による緑地の創出 

●地域ぐるみの緑化の促進 
●⺠有地緑化に対する助成制度の活⽤ 
●緑化活動の普及啓発 

緑を守り育てるための取り組み 

緑を活かすための取り組み 

緑をつくる（増やす）ための取り組み 
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7-1 緑を守り育てるための取り組み 

(1) ⾻格となる緑の保全 

●⼀級河川庄内川の⽔と緑の保全 
⼀級河川庄内川は、国の河川整備計画を踏まえつつ、⽔辺の保全と再⽣を促進し、本町に

おいて貴重な⽔と緑のあふれる⾃然環境を守ります。 
 

●庄内川河川敷の農地の保全 
庄内川河川敷には、本町の特産である⾚しそを栽培する畑

が広がっています。こうした農産物の地域ブランド化や地産
地消の促進により、農業の振興を図ることで、まとまりある
⼀団の農地とともに、⾚しそと河川の⽔と緑が対⽐する特徴
ある景観を保全します。 

 

●街路樹の適切な維持管理 
街路樹の剪定は、樹形や開花時期を考慮し、街路樹の機能を発揮できる維持管理に努めま

す。また、樹⽊の枯死により、植え替えや補植が必要な街路樹は、あいち森と緑づくり事業
の活⽤を検討します。 

 

(2) 河川や⽔路の⽔辺環境の維持向上 

●河川や⽔路の緑化・美化 
河川の改修に合わせて、堤防や⽔際の緑化を進め、⾃然味のある河川環境を創出します。
また、河川や⽔路は、地域住⺠の協⼒により、草刈り等の美化活動を進めます。 

 

●⽔質の改善 
家庭や⼯場からの排⽔が直接河川等に流れ込むことによる河川や⽔路の⽔質の悪化を防

⽌するため、公共下⽔道の整備を進めます。また、整備済みの区域では各家庭からの下⽔管
への接続を呼びかけます。さらに、⽔路等の害⾍防除においては、できる限り薬剤に頼らな
い⽅法を検討する等、環境負荷を軽減し、まちなかでも⽣き物を⾒ることのできる環境を創
出します。 
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(3) 町⺠との協⼒による緑の保全 

●歴史資源となる⽊々の保全 
町の⽂化財に指定されている、⼤治⼩学校のセンダン、神明社（中島地区）のアキニレ、

殿池神社のマルバヒイラギは、町⺠に古くから親しまれ、地域の歴史を物語る⼤切な資源で
す。これらの⽊々は、地域住⺠による⽇常的な管理の協⼒により、病害⾍等による⽼衰や枯
死の被害を防ぎます。 

 

●明眼院等社寺境内地の保全 
明眼院等の町内に点在する社寺境内地は、古くから地域に

ある⾝近な緑であり、うるおいある市街地環境の形成に重要
な役割を果たしています。こうした社寺境内地は、地域住⺠
の協⼒のもと、保全と適切な維持管理を促進します。 

 

●緑の保全意識の普及啓発 
町⺠の⾃然環境への関⼼と理解を深め、⽔や緑を⼤切にする意識を普及するため、⾃然環

境に関する広報・PRを進めます。 
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7-2 緑を活かすための取り組み 

(1) 既存の公園・緑地の適切な維持管理 

●公園・緑地の計画的な維持管理 
既存の公園・緑地は、計画的な⻑寿命化を図り、利⽤者の安全性や利便性を確保するとと

もに、整備から管理までのライフサイクルコストの縮減に努めます。 
 

●⺠間ボランティアの活動の充実 
公共施設やまちかどの花壇に咲く花は、道⾏く⼈や施設に

訪れた⼈の⼼を和ませ、癒しを感じさせてくれます。町内で
は、まちかどの花壇を活かして、⺠間ボランティア（いきい
き花クラブ）が、まちかどで花を育てる活動を⾏っており、
活動のPRや⼈材の確保により、活動の輪を広げていきます。 
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7-3 緑をつくる（増やす）ための取り組み 

(1) 都市公園の整備 

●砂⼦防災公園の整備 
町⺠のスポーツ・レクリエーション活動の場や災害時の避難所になり、多様な機能を持つ

重要な緑として、⼀次避難地機能を有する砂⼦防災公園の整備を進めます。 
 

(2) 公有地における緑化の推進 

●公共施設における先導的な緑化 
町役場、公⺠館等の公共施設では、⺠有地における緑化の

⾒本となり、町⺠の緑化意識を⾼めるよう、プランターや花
壇での花づくりをはじめ、建物の緑化や緑のカーテンといっ
た先導的な緑化に努めます。 

 
●公有地の植栽等による緑地の創出 

市街地における公有地を利⽤して、樹⽊の植栽や園路整備により緑地を創出する際には、
あいち森と緑づくり事業の活⽤を検討します。 

 

(3) ⺠有地における緑化の促進 

●地域ぐるみの緑化の促進 
既成市街地においては、事業者や町⺠の緑化に対する意欲や要望に応じて、緑地協定の締

結を促進します。 
また、商⼯会、地区コミュニティ推進協議会、町内会等が実施する地域ぐるみの⾃主的な

緑化活動の⽀援に努めます。 
 

●⺠有地緑化に対する助成制度の活⽤ 
⽣垣の設置、屋上の緑化、また、駐⾞場の緑化といったまとまった規模の緑化を促進する

ため、あいち森と緑づくり事業の活⽤を検討します。 
 

●緑化活動の普及啓発 
各家庭における緑化を促進するため、イベント等の開催に合わせて、花⽊の苗や種を配布

します。また、緑の募⾦運動の呼びかけを⾏い、公共施設の緑化の活動を⽀援します。 
さらに、本町ホームページや広報を通じて、緑化に関わる情報や優良な事例を紹介し、町

⺠の緑化活動の普及啓発に努めます。 
  

公共施設における緑化 
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■⽤語⼀覧

あ ⾏ 
⼀級河川 __________________________________ 

国⼟保全上⼜は国⺠経済上特に重要な⽔系
に係わる河川で、国⼟交通⼤⾂が指定した河川。 

 
⼀次避難地 ________________________________ 

広域避難地に到達するまでの間に、避難の中
継拠点を設け、避難に伴う不安や混乱を防ぎ、
地域住⺠の避難誘導、情報伝達、応急救護を⾏
うとともに、⽕災による死亡の防⽌機能を果た
すもの。 

 
NPO ______________________________________ 

Non-Profit Organization ⺠間⾮営利法⼈組
織の略。⾮政府、⾮営利で活動を⾏う、組織的
な実体をもった団体（政治 団体、宗教団体を
除く）のこと。 

 
オープンスペース __________________________ 

公園や広場等のゆとりある空間。開けた空
間・場所。 

 

か ⾏ 
河川区域 __________________________________ 

洪⽔等災害の発⽣を防⽌するために必要な
区域であり、河川法が適⽤される区域。 

 
環境インフラ ______________________________ 

環境を⽀える社会資本のことで、主に都市環
境や地域住⺠の⽣活環境等を⽀える公園緑地
や街路樹、下⽔道、ごみ処理施設等があげられ
る。 

 
 

協働 ______________________________________ 
⾃発的かつ⾃⽴した地域住⺠あるいは地域

住⺠団体と⾏政とが共通の⽬的を達成するた
めに、適切な役割分担のもとで協⼒して⾏動す
ること。 

 
グライ層 __________________________________ 

低湿地等の地下にみられる、⻘灰⾊の⼟の層。
地下⽔に浸されて酸素が⽋乏するために鉄分
が還元されて⽣じる。 

 
公園施設 __________________________________ 

都市公園の効⽤を全うするために、都市公園
に設けられる施設であり、園路や植栽、休憩所、
遊具、運動場等がある。 

 
コミュニティ ______________________________ 

社会における⽣活共同体。住んでいる地域や
学校、職場、あるいは思想、価値観や趣味、利
害関係等、共有する要素のもとに集まる⼈間の
グループ。 

 

さ ⾏ 
⾥⼭ ______________________________________ 

薪や堆肥を得る等、地域の⼈々の持続的な利
⽤を通じて育まれてきた森林であり、⼤治町近
辺では主にコナラやアベマキ等の⼆次林で構
成される。 
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CSR _______________________________________ 
企 業 の 社 会 的 責 任 （ Corporate Social 

Responsibility）のこと。企業は社会的存在とし
て、地域住⺠や地域、社会の顕在的・潜在的な
要請に応え、より⾼次の社会貢献や配慮、情報
公開や対話を⾃主的に⾏うべきであるという
考え⽅。 

 
市街化区域 ________________________________ 

すでに市街地を形成している区域及びおお
むね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を
図るべき区域。 

 
市街化調整区域 ____________________________ 

都市計画区域において、市街化を抑制すべき
区域として都市計画で定められている。開発⾏
為は原則として抑制され、都市施設の整備も原
則として⾏われず、新たに建築物を建てたり、
増築することができない地域となる。 

 
市⺠緑地制度 ______________________________ 

⼟地所有者や⼈⼯地盤・建築物等の所有者と
地⽅公共団体⼜は緑地管理機構が契約を締結
し、緑地や緑化施設を公開する制度。これによ
り、地域住⺠が利⽤できる公開された緑地が提
供される。 

 
準⽤河川 __________________________________ 

河川法が適⽤されない普通河川のうち、市町
村が特に指定した河川をいう。⼆級河川に関す
る規定が準⽤されるためこのように呼ばれる。 

 
⽣産緑地地区 ______________________________ 

市街化区域内の農地のうち、⼀定の要件を満
たす⼟地を、関係権利者からの申出を受けて都
市計画により指定する地区。永続的な営農が義
務付けられる⼀⽅で、税制優遇等のメリットが
ある。 

⽣態系 ____________________________________ 
⾷物連鎖等の⽣物間の相互関係と、⽣物とそ

れを取り巻く⼤気・⽔等の無機的環境の間の相
互関係を総合的にとらえた⽣物社会のまとまり
を⽰す概念。 
 

⽣物多様性 ________________________________ 
遺伝⼦レベル、種レベル、⽣活場所レベル等

で、たくさんの⽣物種が存在すること。 
 

た ⾏ 
第四紀沖積層 ______________________________ 

約 180 万年前から現在までに堆積した沖積
層のこと。 

 
地域制緑地 ________________________________ 

⼀定の区域を定め、⼟地利⽤の規制・誘導に
よって、⾃然環境の保全や緑地機能の確保等を
図る緑地。 

 
地球温暖化 ________________________________ 

地表や海洋、⼤気の平均温度が⻑期的に上昇
する現象。異常気象、海⾯の上昇による海岸浸
⾷、⽣態系への影響等様々な影響が指摘されて
いる。 

 
地産地消 __________________________________ 

地域の消費者ニーズに即応した農業⽣産と
⽣産された農産物を地域で消費しようとする
活動を通じて、農業者と消費者を結びつける取
り組み。 

 
沖積層 ____________________________________ 

最終氷河期の海⾯低下期（約 2 万年前更新世
末期）以降に堆積した地層。沖積層は⼯学的に
は軟弱な地層で特徴付けられる。 
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低平地 ____________________________________ 
地形標⾼が排⽔河川、湖海の⽔位に⽐べて⼗

分に⾼くなく、地形勾配も緩やかで、氾濫・湛
⽔被害を受けやすい条件下にある地形。 

 
デルタ地帯 ________________________________ 

三⾓州。河⼝付近において、河川によって運
ばれた物質が堆積することにより形成された
地形である。 

 
特別緑地保全地区 __________________________ 

都市緑地法（第 12 条）に基づき、都市計画
区域内緑地のうち、無秩序な市街化の防⽌、公
害⼜は災害の防⽌となるもの、歴史的・⽂化的
価値を有するもの、⾵致⼜は景観が優れている
もの、動植物の⽣育地等となるもの等、⼀定の
要件を満たす良好な⾃然的環境を形成してい
る緑地を保全するために都道府県または市町
村が都市計画に定める地区。 

 
都市計画区域 ______________________________ 

都市計画を策定する場というべきもので、健
康で⽂化的な都市⽣活と機能的な都市活動を
確保するために都市計画法その他の法令の規
制を受けるべき⼟地の範囲であり、⾃然的・社
会的条件を考慮して⼀体の都市として総合的
に整備、開発及び保全する必要がある区域。 

 
都市公園法 ________________________________ 

都市公園の設置及び管理に関する基準等を
定めて、都市公園の健全な発達を図り、公共の
福祉の増進に資することを⽬的として制定さ
れ、都市公園の定義や管理に係る事項等につい
て定めた法律。 

 
 
 
 

都市緑地法 ________________________________ 
都市において緑地を保全するとともに緑化

を推進することにより良好な都市環境の形成
を図り、健康で⽂化的な都市⽣活の確保に寄与
することを⽬的として制定され、都市における
緑地の保全及び緑化の推進に関する制度等を
定めた法律。 

 
都市公園 __________________________________ 

都市部にある公園。特に都市公園法によって
設置される公園をいう。 

 

な ⾏ 
⼆級河川 __________________________________ 

⼀級河川以外の⽔系で、公共の利害に重要な
関係があるもののうち、都道府県知事が指定し
た河川。 

 

は ⾏ 
ヒートアイランド現象 ______________________ 

⼈⼯排熱の増加や地表⾯の⼈⼯化等を主な
原因として、都市の中⼼部の気温が郊外に⽐べ
て島状に⾼くなる現象。 

 
ビオトープ ________________________________ 

本来は⽣物が互いにつながりを持ちながら
⽣息している空間の概念を表す⽤語である。た
だし、⼈⼯ビオトープとして、開発事業等によ
って本来の⾃然環境が損なわれた⼟地や都市
内の空き地、⼯程等に造成された⽣物の⽣息・
⽣育環境空間を指す場合もある。 
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ま ⾏ 
⽔循環 ____________________________________ 

地球上の⽔は気圏、陸圏、⽔圏に存在してい
る。気圏では⽔蒸気、陸圏では地表⽔（河川⽔、
湖沼⽔）や⼟壌⽔分、地下⽔、また⽔圏では海
⽔や流氷等の形をとる。これらは孤⽴的ではな
く、連続的に相互に流⼊、流出しており、この
循環を「⽔循環」と呼ぶ。 

 
⺠間活⼒ __________________________________ 

⺠間企業の資⾦⼒や事業能⼒等のこと。従来、
政府・⾃治体の資⾦で⾏われていた事業を⺠間
の資⾦・ノウハウで⾏うことによって、より効
率的な公共サービスの提供が期待される場合
もある。 

 

ら ⾏ 
ライフサイクルコスト ______________________ 

施設の企画・設計費、建設費等の初期投資（イ
ニシャルコスト）と、保全費、修繕・改善費、
運⽤費等の運営管理費（ランニングコスト）及
び解体処分までに必要な総費⽤。 

 
ランドマーク ______________________________ 

地域の主要な⽬印、地域を特徴付ける象徴的
な景観要素（歴史的な建造物や⾼層ビル・橋・
塔・⼭等）のこと。 

 
緑地協定制度 ______________________________ 

⼟地所有者等の合意によって緑地の保全や
緑化に関する協定を締結する制度。地域住⺠の
協⼒で、街を良好な環境にすることができる。 

 
 
 
 

緑被率 ____________________________________ 
緑被率は、ある地域における緑被地（樹⽊や

草で覆われた⼟地）の占める割合であり、平⾯
的な緑の量を表す指標となる。 

 
緑化重点地区 ______________________________ 

都市のシンボルとなる地区、緑が少ない住宅
地等、緑化地域以外の区域であって重点的に緑
化の推進に配慮を加えるべき地区。 

 
緑化地域制度 ______________________________ 

市街地等において効果的に緑を創出してい
くために、⼀定規模以上の敷地⾯積を有する建
築物の新築や増築を⾏う場合に、定められた割
合（緑化率の最低限度）以上の緑化を義務付け
る制度。 

 
緑化率 ____________________________________ 

建築物の敷地⾯積に対する緑化施設の⾯積
の割合。 

 
レクリエーション __________________________ 

仕事や勉強等の疲れを癒し、精神的･⾁体的
に新しい⼒を盛り返すための休養、娯楽。 

 



 

 


